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JCR グリーンファイナンス・フレームワーク評 価 by Japan Credit Rating Agency, Ltd. 
 

  
 
 
 

株式会社日本格付研究所（JCR）は、以下のとおりグリーンファイナンス・フレームワークの評価結果を公表します。 
 

三井住友信託銀行株式会社 
グリーン不動産ノンリコースローン合同金信プログラム 

に Green 1(F)を付与 

 

発行体 ： 三井住友信託銀行株式会社 

評価対象 ： 
三井住友信託銀行株式会社 
グリーン不動産ノンリコースローン合同金信プログラム 

 

＜グリーンファイナンス・フレームワーク評価結果＞ 

総合評価 Green 1（F） 

グリーン性評価（資金使途） g1（F） 

管理・運営・透明性評価 m1（F） 

 

第 1 章：評価の概要 

三井住友信託銀行株式会社（SMTB）は、1924 年に三井信託株式会社、1925 年に住友信託株式会社とし

て創業した、三井住友トラスト・グループの中核企業。2012 年に住友信託銀行株式会社、中央三井信託銀

行株式会社および中央三井アセット信託銀行株式会社の 3社が合併して発足した信託銀行である。SMTBが

属している三井住友トラスト・グループは、国内最大の資産運用・管理グループであり、受託事業（資産

運用・資産管理）を中心として業界トップクラスの事業規模を有する信託銀行グループである。 

SMTB が属する三井住友トラスト・グループは、「信託の力で、新たな価値を創造し、お客さまや社会の

豊かな未来を花開かせる」を存在意義（パーパス）として、信託銀行業を中心として培った専門性を活か

して顧客にソリューションを提供し、社会へ貢献することを目指している。2021 年 10 月に、「三井住友ト

ラスト・グループ カーボンニュートラル宣言」および Net Zero Banking Alliance（NZBA） への加盟を公

表しており、自社グループおよび投融資ポートフォリオにおける GHG 排出量にかかる具体的な目標を開示

している。 

今般の評価対象は、SMTB が不動産向けノンリコースローンを裏付けとして組成する合同運用指定金銭

信託（本合同金信）を運用するためのグリーン不動産ノンリコースローン合同金信プログラム（本フレー

ムワーク）である。本フレームワークでは、シンセティックスキームと自己信託スキームの 2 種類の仕組

みが想定されている。 
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シンセティックスキームにおいては、本合同金信により調達された資金は SMTB の銀行勘定への貸付に

充当される。債務保証で運用する場合、当該資金は、不動産ノンリコースローンを提供している SMTB の

銀行勘定と本合同金信との間で締結される連帯保証契約書の定めにより保証履行する際の原資となる。自

己信託スキームにおいては、本合同金信により調達された資金は、SMTB が不動産ノンリコースローンの

自己信託により発行する自己信託受益権の取得代金、または当該自己信託受益権で運用する特定金銭信託

への ABL 貸付代金に充当される。 

JCR は、本フレームワークが「グリーンボンド原則（2021 年版）1」および「グリーンボンドガイドライ

ン（2022 年版）2」に適合しているか否かの評価を行う。これらの原則等は国際資本市場協会（ICMA）お

よび環境省がそれぞれ自主的に公表している原則またはガイドラインであって、法的な裏付けを持つ規制

ではないが、現時点において国内外の統一された基準として当該原則およびガイドラインを参照して JCR

では評価を行う。 

 

[スキーム図①・シンセティックスキーム ] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

[スキーム図②・自己信託スキーム ] 

 

 
 

SMTB は、本フレームワークの中で、一定以上の認証水準を有するグリーンビルディング（DBJ Green 

Building 認証 3 つ星以上、CASBEE B+ランク以上、BELS 3 つ星以上、LEED Silver 以上のいずれかを取得し

た（あるいは今後取得予定の）物件）を適格クライテリアと定め、本合同金信の資金使途を、適格クライ

テリアの要件を満たす不動産向けノンリコースローンに対する運用としている。JCRは、SMTBの定めた適

格クライテリアが環境改善効果を有するプロジェクトであると評価している。 

JCR では、SMTB における本合同金信にかかるプロセス、資金管理の体制が整備されていること、レポ

ーティングとして開示する予定の内容等から本合同金信の管理運営体制が適切であると評価した。 

この結果、本フレームワークについて、JCR グリーンファイナンス評価手法に基づき、「グリーン性評価

（資金使途）」を“g1(F)”、「管理・運営・透明性評価」を“m1(F)”とし、「JCR グリーンファイナンス・フ

レームワーク評価（総合評価）」を“Green 1(F)”とした。 

                                                 
1 ICMA (International Capital Market Association) グリーンボンド原則 2021 年版 

https://www.icmagroup.org/sustainable-finance/the-principles-guidelines-and-handbooks/green-bond-principles-gbp/ 
2 環境省 グリーンボンドガイドライン 2022 年版 https://www.env.go.jp/content/000062495.pdf  (pp.21-72) 

評価対象 

評価対象 
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本フレームワークは「グリーンボンド原則」および「グリーンボンドガイドライン」において求められる

項目について基準を満たしていると JCR は評価している。 
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第 2 章：各評価項目における対象事業の現状と JCR の評価 

評価フェーズ１：グリーン性評価  

JCR は評価対象について、以下に詳述する現状およびそれに対する JCR の評価を踏まえ、本フ

レームワークから実行されるグリーンファイナンスの資金使途の 100％がグリーンプロジェクトである

と評価し、評価フェーズ１：グリーン性評価は、最上位である 『g1(F)』 とした。 

 

（１） 評価の視点 

本項では最初に、調達資金が明確な環境改善効果をもたらすグリーンプロジェクトに充当されている

かを確認する。次に、資金使途において環境へのネガティブな影響が想定される場合に、その影響につ

いて社内の専門部署または外部の第三者機関によって十分に検討され、必要な回避策・緩和策が取られ

ているかについて確認する。最後に、持続可能な開発目標（SDGs）との整合性を確認する。 

（２） 評価対象の現状と JCR の評価 

＜資金使途にかかる本フレームワーク＞ 
 

本合同金信は、SMTB が保有する以下の適格クライテリアの要件を満たすグリーンビルディ

ング向けノンリコースローンに対し、シンセティックスキーム並びに自己信託スキームで運

用を行います。 

 

【適格クライテリア】 

以下の分類において少なくとも一つの認証を取得した（あるいは取得予定の）新規・既存又

は改修建築物。 

 (ⅰ) DBJ Green Building 認証：3 つ星以上 

 (ⅱ) CASBEE：B+以上 

 (ⅲ) BELS：3 つ星以上 

 (ⅳ) LEED：Silver 以上 

 

＜本フレームワークに対する JCR の評価＞ 

a. プロジェクトの環境改善効果について  

i. 資金使途は、地域、国または国際的に認知された認証を上位 3 区分までの認証レベルで取得済ある

いは取得予定の建物（グリーンビルディング）の取得資金であり、高い環境改善効果が期待される。 

  

DBJ Green Building 認証 

DBJ（日本政策投資銀行）が提供する、環境・社会への配慮がなされた不動産を評価する認証制

度。評価結果は星の数で表され、評価軸は「環境・社会への配慮がなされたビル」である。

「Ecology（環境）」、「Amenity（快適性） & Risk Management（防犯・防災）」「Community（地域・

景観） & Partnership（ステークホルダーとの連携）」の 3 つの大カテゴリーについて評価している。

それぞれ 5 つ星（国内トップクラスの卓越した）、4 つ星（極めて優れた）、3 つ星（非常に優れた）、

2 つ星（優れた）、1 つ星（十分な）で表される。環境性能に特化した評価ではないが、日本国内で

の認知度が高いこと、環境性能に関しても一定の評価項目を有していることから、JCR は本認証に

ついても、「グリーンボンド原則」で定義されるグリーンプロジェクト分類における「地域、国ま
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たは国際的に認知された標準や認証」に相当すると評価している。ただし、環境性能に限った認

証ではないため、個別に環境性能に対する評価を確認することが望ましいと考えている。 

DBJ Green Building 認証は、評価対象物件の環境性能のみならず、テナント利用者の快適性、防

災・防犯等のリスクマネジメント、周辺環境・コミュニティへの配慮、ステークホルダーとの協

業を含めた総合的な評価に基づく認証である。環境および社会に対する具体的な「優れた取り組

み」を集約しながらスコアリング設計しており、不動産市場には評価対象に届かない物件が多数

存在する。高評価のためには、環境のみならず、建築物にかかわるすべてのステークホルダーに

とって適切に配慮された建築物であることが求められる。 

DBJ Green Building 認証の認証水準は、「環境・社会への配慮」において国内収益不動産全体の上

位約 20％と想定されている3。さらに、3 つ星までの各評価は、認証水準を超える物件のうち上位

10％（5 つ星）、上位 30％（4 つ星）、上位 60％（3 つ星）の集合体を対象としている。したがって、

JCR は SMTB の資金使途が、認証取得を目指す建物の中でも環境性能の高い物件に絞られていると

評価している。 

CASBEE 

CASBEE とは、建築環境総合性能評価システムの英語名称（Comprehensive Assessment System 

for Built Environment Efficiency）の頭文字をとったものであり、建築物の環境性能を評価し格付け

する手法である。2001年 4月に国土交通省住宅局の支援のもと、産官学共同プロジェクトとして

建築物の総合的環境評価研究委員会が設立され、以降継続的に開発とメンテナンスが行われてい

る。評価ツールには、CASBEE-建築、CASBEE-街区のほか、不動産マーケット向けに環境性能

を分かりやすく示すことを目的に開発された CASBEE-不動産等がある。 

評価結果は、S ランク（素晴らしい）、A ランク（大変良い）、B+ランク（良い）、B-ランク

（やや劣る）、C ランク（劣る）、の 5 段階（CASBEE-不動産は S ランク（素晴らしい）、A ラン

ク（大変良い）、B+ランク（良い）、B ランク（必須項目を満足）の 4 段階）に分かれている。

CASBEE-建築では、建築物の環境品質（Quality）を建築物の環境負荷（Load）で除した環境性

能効率（BEE: Built Environmental Efficiency）で表す。高評価をとるためには、省エネルギーや環

境負荷の少ない資機材を使用する等の環境への配慮に加え、室内の快適性や景観への配慮等も必

要であり、総合的な建物の品質の高さが求められる。 

今般 SMTB が適格クライテリアとして定めた B+以上は、CASBEE-建築（新築、既存、改修）

においては、BEE が 1.5 以上の建築物であり、環境負荷に対して品質のほうが明確に勝っている

物件を対象としており、CASBEE-不動産においても、計測の基準は BEE ではないものの、従来

の CASBEE-建築等における B+相当の物件が対象となっている。従って、環境改善効果を有する

と JCR では評価している。 

BELS 

BELS とは、建築物省エネルギー性能表示制度の英語名称（Building-Housing Energy-efficiency 

Labeling System）の頭文字をとったものであり、新築・既存の建築物において、省エネ性能を第三

者評価機関が評価し認定する制度である。外皮性能および一次エネルギー消費量が評価対象とな

り、高評価のためには優れた省エネ性能を有していることが求められる。評価結果は星の数で表

され、BEI（Building Energy Index）によって 1 つから 5 つにランク分けされる。BEI は、設計一次

エネルギー消費量を分子、基準一次エネルギー消費量を分母とする、基準値に比した省エネ性能

を測る尺度である。1 つ星は既存の省エネ基準（一次エネルギー消費量基準 1.1 以下）、2 つ星は省

エネ基準（一次エネルギー消費量基準が 1.0 以下）を満たしている。 

                                                 
3 「DBJ Green Building 認証 評価項目の改正および公開について」（2019 年 2 月 DBJ Green Building 認証ウェブサイト） 
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SMTB が適格とした BELSにおける 3 つ星以上の建物は、省エネ性能（非住宅：BEI値 0.8以下）

を有することとなり、資金使途として適切であると JCR は考えている。 

LEED 

LEED は、Leadership in Energy and Environment Design の頭文字をとったものであり、非営利団体

である米国グリーンビルディング評議会（USGBC）によって開発および運用が行われている、建

築と都市の環境についての環境性能評価システムである。1996年に草案が公表され、数年に 1度ア

ップデートが行われている。2021 年現在、160 以上の国または地域で認証を受けた建物が存在する。 

認証の種類には、BD+C（建築設計および建設）、ID+C（インテリア設計および建設）、O+M（既

存ビルの運用とメンテナンス）、ND（近隣開発）、HOMES（ホーム）の 5 種類がある。 

認証レベルは、各項目の取得ポイントの合計によって表され、上から Platinum（80 ポイント以

上）、Gold（60-79 ポイント）、Silver（50-59 ポイント）、Certified（標準認証）（40-49 ポイント）で

ある。省エネルギーに関する項目は、取得ポイントが高いかあるいは必要条件を達成していること

が評価の前提条件になっていることが多く、高い認証レベルを得るためにはエネルギー効率が高い

ことが必要と考えられる。したがって、SMTB が適格とした Silver 以上の建物は、資金使途として

適切であると JCR は考えている。 

 

以上より、SMTB が本フレームワークにおいて定めた資金使途は、高い環境改善効果を有するプ

ロジェクトが対象となると評価している。 

SMTB は、オフィス、レジデンス、物流施設、商業施設およびホテル等幅広いアセットクラスを

対象として実行するノンリコースローンを、本合同金信を通じて国内の投資家に販売することを想

定し、本フレームワークを策定している。 

本フレームワークに基づき合同金信を組成することによって、グリーンビルディングに対する資

金供給の機会および投資家に対してのノンリコースローンを裏付けとした投資機会の提供の両方を

実現することができ、グリーンファイナンスの拡大に大きく貢献すると JCR では評価している。 

ii. 資金使途は、「グリーンボンド原則」における「地域、国又は国際的に認知された標準や認証を受けたグリーンビ
ルディング」および「省エネルギー」、「グリーンボンドガイドライン」に例示されている資金使途のうち、「グリーンビ
ルディングに関する事業」および「省エネルギーに関する事業」に該当する。 

2021 年 10 月に閣議決定された第 6 次エネルギー基本計画においては、「2030 年度以降新築される

住宅・建築物について、ZEH・ZEB 基準の水準の省エネルギー性能の確保を目指す」ために、建築

物省エネ法の改正、誘導基準・住宅トップランナー基準の引上げや、省エネルギー基準の段階的な

水準の引上げの実施について言及されている。また、2020 年 12 月に公表された「2050 年カーボン

ニュートラルに伴うグリーン成長戦略」における、住宅・建築物産業の成長戦略工程表では、上記

の 2030 年の目標を達成すべく省エネ改修の推進、ZEB や ZEH の普及拡大を進めることとなってい

る。これより、グリーンビルディングへの投融資は環境改善効果が高い。したがって、SMTB がフ

ァンドを通じて環境認証レベルの高い建物へ投資することは、我が国の省エネルギー政策とも整合

的である。 

b. 環境に対する負の影響について 

本合同金信の実質的な裏付けとなる不動産に関しては、SMTB の不動産ファイナンス部営業チーム

が、エンジニアリングレポート等リスク調査に関する書面を不動産ノンリコースローンのアセット

マネージャーから取得し、潜在的なリスク要因に関しての確認を行う。 
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これより、JCR は本合同金信における環境に対する負の影響について、適切に手当てされていると

評価している。 

ｃ. SDGs との整合性について 

JCR は、ICMA の SDGs マッピングを参考にしつつ、本合同金信の資金使途の対象が、以下の SDGs

の目標およびターゲットに貢献すると評価した。 
 

 

 

目標 7：エネルギーをみんなに そしてクリーンに 

ターゲット 7.3. 2030 年までに、世界全体のエネルギー効率の改善率を倍増させ

る。 

 

 

目標 9：産業と技術革新の基礎をつくろう 

ターゲット 9.4. 2030 年までに、資源利用効率の向上とクリーン技術および環境

に配慮した技術・産業プロセスの導入拡大を通じたインフラ改良や産業改善によ

り、持続可能性を向上させる。すべての国々は各国の能力に応じた取組を行う。 
 

 

目標 11：住み続けられる街づくりを 

ターゲット 11.3 2030 年までに、包摂的かつ持続可能な都市化を促進し、すべて

の国々の参加型、包摂的かつ持続可能な人間居住計画・管理の能力を強化する。 

ターゲット 11.6. 2030 年までに、大気の質及び一般並びにその他の廃棄物の管理

に特別な注意を払うことによるものを含め、都市の一人当たりの環境上の悪影響

を軽減する。 
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評価フェーズ２：管理・運営・透明性評価  

JCR は評価対象について、以下に詳述する現状およびそれに対する JCR の評価を踏まえ、管

理・運営体制がしっかり整備され、透明性も非常に高く、計画どおりの事業の実施、調達資金の充

当が十分に期待できると評価し、評価フェーズ２：管理・運営・透明性評価は、最上位である 

『m1(F)』 とした。 
 

1. 資金使途の選定基準とそのプロセスに係る妥当性および透明性 

（１） 評価の視点 

本項では、本フレームワークを通じて実現しようとする目標、グリーンプロジェクトの選定基準とそ

のプロセスの妥当性および一連のプロセスが適切に投資家等に開示されているか否かについて確認する。 

（２） 評価対象の現状と JCR の評価 

a. 目標 

SMTB が属する三井住友トラスト・グループは、2020 年度から 2022 年度を対象期間とする中期経

営計画において、「社会的価値創出と経済的価値創出の両立」を経営の根幹となる考えとして示し、

サステナブルな社会の発展と三井住友トラスト・グループの持続的・安定的な成長を目指している。 

SMTB は、中核となる信託銀行として、環境問題・社会問題の解決に資するようなサービスの提

供を通じて、グループが掲げている考えおよび目標へ貢献することを目指している。特に、SMTBは

2021 年から 2030 年までの 10 年間で 10 兆円のサステナブルファイナンス金額を達成するという長期

目標を掲げており、本フレームワークに基づく合同金信を活用し、不動産ノンリコースローンの実

行を促進することで、目標へ貢献することを企図している。 

本合同金信の組成により、グリーンビルディングに対する資金供給の機会を提供するだけではな

く、投資家に対して環境に配慮した投資機会も提供している。これより、本フレームワークを参照

して SMTB が本合同金信を組成することは、SMTB の目標と整合的であると JCR は評価している。 

b. 選定基準 

SMTB が本フレームワークで資金使途の対象としているグリーンビルディングの選定基準は、評

価フェーズ 1 に記載の通りである。 

JCR は、本フレームワークの適格クライテリアについて、評価フェーズ 1 で確認した通り、高い

環境改善効果を有するプロジェクトを対象としていると評価している。 
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c.  プロセス 

＜プロセスにかかる本フレームワーク＞ 

 

1. プロジェクト選定関与者 

・ SMTB は、サステナビリティ推進部を設置し、同部において SMTB 全般の環境問題を含む、

ESG の全体統括、各事業の ESG 活動の支援等を行っています。 

・ 本フレームワークにかかるプロジェクト選定の関与者については、「2.プロジェクト選定プ

ロセス」にて記載の通りです。 

2. プロジェクト選定プロセス 

・ SMTB が定める ESG についての取組方針に基づき、不動産ファイナンス部が、適格クライ

テリアへの適合性を確認の上、個別の不動産ノンリコースローンへの取組を行います。 

・ 信託財産運用部署である資産金融部／信託ファンド管理チームは、不動産ファイナンス部

から情報の提供を受け、本合同金信の運用対象となるプロジェクトを選定します。 

・ SMTB の社内規程の定めに従い、本合同金信の運用対象となるプロジェクトは、資産金融

部長が決定し、当該プロジェクトを実質的な裏付資産とする本合同金信の受託は、事業統

括役員の決裁に基づき行われます。 

 

＜本フレームワークに対する JCR の評価＞ 

本合同金信の実質的な裏付資産となるノンリコースローンは、SMTB の不動産ファイナンス部

により実行され、グリーン性が確認される。本合同金信への組入に当たっては、資産金融部によ

ってもグリーン性の確認が行われる。 

本合同金信の組成についても、関連する部署の役員が適切に関わった上で決定される。SMTB

の経営陣が適切に関与していることにより、本フレームワークにおけるプロセスは適切であると

JCR は評価した。 

上述の選定基準、プロセスは本評価レポートによって投資家に対し開示されることが想定さ

れており、投資家に対する透明性が確保されている。 
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2. 資金管理の妥当性および透明性 

（１） 評価の視点 

調達資金の管理方法は、発行体によって多種多様であることが通常想定されるが、グリーンファイナ

ンスの実行により調達された資金が、確実にグリーンプロジェクトに充当されること、また、その充当

状況が容易に追跡管理できるような仕組みと内部体制が整備されているか否かを確認する。 

また、グリーンファイナンスにより調達した資金が、早期にグリーンプロジェクトに充当される予定

となっているか、また、未充当資金の管理・運用方法の評価についても重視している。 

（２） 評価対象の現状と JCR の評価 

＜資金管理にかかる本フレームワーク＞ 
   

調達資金の充当計画 

・本合同金信の調達資金は、プロジェクト選定プロセスに基づき、信託財産管理部署である

資産金融部／受託第二チームによって、充当への手続きが行われます。 

・債務保証時には、調達資金は不動産ノンリコースローンの貸付人である SMTB の銀行勘定

の口座に充当されます。また、本充当と同タイミングで、保証人を本合同金信、被保証人

を SMTB の銀行勘定、保証対象債権を不動産ノンリコースローンとする債務保証契約を締

結します。 

・また、不動産ノンリコースローンを裏付とした自己信託受益権取得時には、調達資金は当

該受益権の売主である SMTB の銀行勘定の口座に充当されます。尚、当該自己信託受益権

を特定金銭信託でリパッケージして取得する場合があり、この時は、特定金銭信託が開設

する信託口座に充当されます。 

・信託金の一部は、本合同金信の流動性確保のため、SMTB の銀行勘定に対する貸付等の流

動資産にて運用する場合があります。 

調達資金の追跡管理の方法 

・調達資金が、不動産ノンリコースローンの貸付人である SMTB への貸付に向けられ、同タ

イミングで既述した債務保証契約が締結されること、または、調達資金が不動産ノンリコ

ースローンを裏付とした自己信託受益権の取得に向けられることは、信託契約、金銭消費

貸借契約または受益権売買契約書（あるいは当該受益権を信託財産とする特定金銭信託に

対する金銭消費貸借契約書）において明確に定められています。 

・期中は信託勘定への記帳を行い、システムにて管理しているため調達資金の運用状況の追

跡管理も可能であり、また決算期間ごとに信託財産状況報告書を作成し、受益者に対して

も報告を行う予定です。 

・なお、裏付資産となる不動産ノンリコースローンの期中管理は、不動産ファイナンス部で

実施しており、貸付金額含めた各種変更可能性等が発生した際には、速やかに資産金融部

／信託ファンド管理チームに連携が為される体制を構築しています。 

追跡管理に関する内部統制および外部監査 

・調達資金が実質的な裏付資産に向けられるまでの手続きは、諸契約書で明確に定められて

います。また、適切な管理・運営が行われているかどうかについては、内部監査部によっ

て不定期に監査が実施されており、諸契約書に沿って業務が行われている限り、統制は確

保されています。 
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未充当資金の管理方法 

・調達資金は、調達と同時に、実質的な裏付資産の取得に充当されます。 

・信託金の一部は、本合同金信の流動性確保のため、SMTB の銀行勘定に対する貸付等の流

動資産にて運用する場合があります。裏付資産の償還・返済等により一時的な未充当資産

が発生した場合も同様の流動資産にて運用されます。 

・なお、期中の資金使途の変質等のモニタリングは、既述の通り不動産ファイナンス部でプ

ロジェクト関係者からの報告やヒアリング等によりモニタリングします。 

 

＜本フレームワークに対する JCR の評価＞ 

本合同金信により調達された資金は、採用される仕組みにより充当計画が異なる。 

シンセティックスキームの場合、本合同金信の流動性の確保に必要な金額を除き、即日で SMTB の銀

行勘定への貸付に充当される。当該資金は、不動産ノンリコースローンを提供している SMTB の銀行勘

定と本合同金信との間で締結される連帯保証契約書の定めにより保証履行する際の原資となる。 

自己信託スキームの場合、同じく本合同金信の流動性の確保に必要な金額を除き、不動産ノンリコー

スローンを裏付けとする自己信託受益権の譲受代金として、譲渡人である SMTB の銀行勘定に支払われ

る。この場合でも、調達してから速やかに充当されることが想定されている。 

本合同金信における追跡管理は、信託勘定を管理するシステムを用いて行われることとなっている。

本合同金信の業務を含む資産金融部の業務は、SMTB の内部監査の対象となっている。また、本合同金

信の投資家に対して、決算期間毎に信託財産に係る報告を行う決まりとなっており、追跡管理体制に統

制が働く仕組みが構築されている。本合同金信に関連する書類は、本合同金信の償還後一定期間経過ま

で保存されることが、SMTB の規程により定められている。 

本合同金信は、実質的な裏付けとなるグリーンビルディングに付されている環境認証の更新タイミン

グまでを運用期間とする商品が一部あり、資金使途の対象としてのグリーンプロジェクトがなくなるこ

とが想定されないケースもある。一方で、本合同金信の償還までに環境認証の更新期限が到来する商品

においては、環境認証の更新状況により、適格クライテリアを満たさなくなった結果、未充当資金が発

生するケースが想定される。このような事象が発生した場合、SMTB は、適格クライテリアを満たす新

たなグリーンプロジェクトを選定し再投資を行うか、本フレームワークに基づく合同金信としての運用

を中止し、対象となる合同金信を早期償還する予定としている。 

以上より JCR では資金管理について適切であると評価している。 
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3. レポーティング体制 

（１） 評価の視点 

本項では、本フレームワークを参照して行われるグリーンファイナンスの実行前後の投資家等への開

示体制が詳細かつ実効性のある形で計画されているか否かを評価する。 

（２） 評価対象の現状と JCR の評価 

＜レポーティングにかかる本フレームワーク＞ 

資金の充当状況に関する開示方法 

・資金の充当状況は、SMTB が HP において一般開示することを予定しております。 

インパクト・レポーティングの開示方法および開示頻度 

・前述の通り、本件取組時における一般開示は SMTB の HP 上で実施する予定であり、同開示

内にて、グリーンビルディングへの不動産ノンリコースローンに対する運用スキームにつき

開示を行う予定です。また、期中、投資家に対する開示は決算期間毎に行うことを予定して

おります。 

インパクト・レポーティングにおける KPI（Key Performance Indicator） 

・ノンリコースローンの対象となる不動産が有する環境認証の種類とランクを開示予定です。 

 

＜本フレームワークに対する JCR の評価＞ 

a. 資金の充当状況に係るレポーティング 

SMTB は、本合同金信に係る資金使途を、商品説明書等の書類を用いて投資家に事前に説明す

る。本合同金信の資金充当計画については、当該合同金信の運用開始に係るリリースで開示する

ことを予定している。SMTB は本合同金信が償還されるまでの間、本合同金信の投資家に対して

決算報告をはじめとした報告を行うことを想定している。また、本合同金信の実質的な裏付資産

である不動産に大きな状況の変化があった場合、当該合同金信の投資家に対して直接連絡するこ

ととしている。 

b.  環境改善効果に係るレポーティング  

SMTBは、本合同金信の実質的な裏付資産である不動産のインパクト・レポーティングとして、a. 

に記載のリリース上で開示することを想定している。開示項目には、グリーンビルディング認証の

種類とランクが含まれることが想定されている。 

JCR では、SMTB のレポーティング体制が適切であると評価している。 
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4. 組織の環境への取り組み 

（１） 評価の視点 

本項では、発行体の経営陣が環境問題について、経営の優先度の高い重要課題と位置づけているか、

環境分野を専門的に扱う部署の設置又は外部機関との連携によって、グリーンファイナンス実行方針・

プロセス、グリーンプロジェクトの選定基準などが明確に位置づけられているか、等を評価する。 

（２） 評価対象の現状と JCR の評価 

a. 三井住友トラスト・グループの環境に対する取り組み 

SMTB が属する三井住友トラスト・グループは、「信託の力で、新たな価値を創造し、お客さまや

社会の豊かな未来を花開かせる」を存在意義（パーパス）として、信託銀行業を中心として培った

専門性を活かして顧客にソリューションを提供し、社会へ貢献することを目指している。 

2021 年 10 月に、三井住友トラスト・グループは「三井住友トラスト・グループ カーボンニュ

ートラル宣言」および Net Zero Banking Alliance（NZBA）4への加盟を公表した。 

＜三井住友トラスト・グループ カーボンニュートラル宣言＞ 

 

① 信託銀行グループのもつ多彩で柔軟な機能を活用して、脱炭素社会の実現に貢献します 

② 投融資ポートフォリオの GHG 排出量について、2050 年までにネットゼロを目指します5 

2050 年ネットゼロを達成するための 2030 年までの中間目標について、NZBA の枠組みに即し、

2022 年度中に作成します 

③ 自社グループの GHG 排出量を、2030 年までにネットゼロにします6  
 

 

カーボンニュートラル宣言では、三井住友トラスト・グループの GHG 排出量を 2030 年までにネ

ットゼロとすることを目指すだけではなく、顧客の排出する GHG についても 2050 年までにネット

ゼロを目指すこととしている。これら宣言の実現のため、三井住友トラスト・グループでは、NZBA

に係る取り組みを通じて、取引先の GHG 排出量削減のための中間目標の策定をしたり、顧客の環境

負荷低減に資するサービス・ソリューションを提供したりするなど具体的な取り組みを推進してい

る。 

また、三井住友トラスト・グループでは、環境方針、気候変動対応行動指針を定めており、グル

ープ内の各社の取り組みとともにサステナビリティレポートで報告している。 

b. SMTB の環境に対する取り組み 

SMTB は、銀行としての機能および信託としての機能を有効に活かし、借入人、投資家を含む顧

客へのサービス・ソリューションの提供を通じて環境にかかる取り組みを積極的に進めたいと考え

ている。 

SMTB では、グループのサステナビリティに関する戦略の立案等、グループにおけるサステナビ

リティの推進部署として経営企画部内にサステナビリティ推進部を設置している。当該部署に加え、

SMTB では、顧客向けのソリューションビジネスを加速し、新たな ESG 関連商品やサービスの提供

を通じ、顧客の企業価値向上を目指すため、専担組織である ESG ソリューション企画推進部を 2021

                                                 
4  UNEP FI（国連環境計画金融イニシアティブ）が設立した、投融資ポートフォリオの GHG（温室効果ガス）排出量を 2050 

年までにネットゼロとする目標を掲げる銀行業界のアライアンス。加盟金融機関は、NZBA が定めるガイドラインに従って、
中長期の GHG 排出量削減目標を設定しその進捗状況を報告することが求められる。 

5 国際的な組織である GHG プロトコルイニシアチブが策定した GHG 排出量算定および報告基準である GHG プロトコルにお
ける Scope 3（事業者の活動に関連する他社の排出） 

6 GHG プロトコルにおける Scope１および Scope 2 
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年 4 月に設置している。ESG ソリューション企画推進部における業務は、顧客へのサービス提供を

通じた GHG 排出量削減への貢献も含まれており、カーボンニュートラル宣言における投融資ポート

フォリオにおける 2050 年 GHG 排出量ゼロに資するものとなっている。SMTB では、コンサルティ

ング会社等外部の専門的知見を利用し、客観性をもって自社およびグループの取り組みを推進して

いる。 

以上より、三井住友トラスト・グループおよび SMTB の経営陣が環境問題について、経営の優先

度の高い重要課題と位置づけていると JCR では評価している。 
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■評価結果 

本フレームワークについて、JCR グリーンファイナンス評価手法に基づき「グリーン性評価（資金使

途）」を“g1(F)”、「管理・運営・透明性評価」を“m1(F)”とし、「JCR グリーンファイナンス・フレームワー

ク評価」を“Green 1(F)”とした。本フレームワークは、「グリーンボンド原則」および「グリーンボンドガ

イドライン」において求められる項目について基準を満たしていると考えられる。 

 

【JCR グリーンファイナンス・フレームワーク評価マトリックス】 

 

管理・運営・透明性評価 

m1(F) m2(F) m3(F) m4(F) m5(F) 

グ
リ
ー
ン
性
評
価 

g1(F) Green1(F) Green2(F) Green3(F) Green4(F) Green5(F) 

ｇ2(F) Green2(F) Green2(F) Green3(F) Green4(F) Green5(F) 

ｇ3(F) Green3(F) Green3(F) Green4(F) Green5(F) 評価対象外 

ｇ4(F) Green4(F) Green4(F) Green5(F) 評価対象外 評価対象外 

ｇ5(F) Green5(F) Green5(F) 評価対象外 評価対象外 評価対象外 

 
 

（担当）菊池 理恵子・工藤 達也 
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本評価に関する重要な説明 
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日本格付研究所（JCR）が付与し提供する JCR グリーンファイナンス・フレームワーク評価は、グリーンファイナ

ンス・フレームワークで定められた方針を評価対象として、JCR の定義するグリーンプロジェクトへの適合性ならび

に資金使途等にかかる管理、運営および透明性確保の取り組みの程度に関する、JCR の現時点での総合的な意見の表

明です。したがって、当該方針に基づき実施される個別債券または借入等の資金使途の具体的な環境改善効果および

管理・運営体制・透明性評価等を行うものではなく、当該フレームワークに基づく個別債券または個別借入につきグ
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2. 本評価を実施するうえで使用した手法 
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